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令和元年度第９回庁議提案  審議・報告・その他 

                    提 出 日：令和元年８月６日 

                    担当部・課：産業部産業推進課〔内線３５４７〕 

                          復興政策部地域振興課〔内線４２４８〕 

①件  名 

 

 離島の振興を促進するための本市における産業の振興に関する計画について 

 

②施策等を必要とする背景及び目的（理由） 

 

【背景】 

  近年、離島地域を取り巻く状況は、農林水産業の低迷、大幅な人口減少、高齢化の加速により、

非常に厳しいものとなっている。 

  離島振興対策実施地域の田代島及び網地島では第１次産業である漁業、第３次産業である旅館業

が島の基幹産業として住民の生活を支えてきたが、過疎化と高齢化が進んでいたところに加え、東

日本大震災により大幅な人口減少となっている。 

  東日本大震災後、移住者やＵターンされた方がいるなど、田代島においては、震災前と比較する

と高齢化率は若干ながら減少したものの、両島ともに地域の活力は失われつつあり、過疎化が深刻

化している。 

 

【目的】 

  田代島及び網地島の産業の現状を把握し、課題の解決を図りながら、新鮮な魚介類、風光明媚な

自然景観など、離島の豊かな地域資源を活用した産業の振興や観光客の誘客など、住民、各種団体、

企業等との協働によって、離島の振興を促進し、持続可能な暮らしの実現を図るもの。 

 

③根拠法令及び総合計画又は個別計画との整合性 

 

【根拠法令】 

 離島振興法（昭和２８年法律７２号） 

 租税特別措置法施行令（昭和３２年法律第４３号） 

 

【〔総合計画との整合性 総合計画の位置付け：有・無〕 又は 〔個別計画との整合性〕】  

 石巻市震災復興基本計画 

  第３章 施策の展開 

   施策大綱３ 自然への畏敬の念を持ち、自然とともに生きる 

    第４節 地域資源を活かす 

    （１） 観光業・施設の再生復興 

 

④提案に至るまでの経過（市民参加の有無とその内容を含む。） 

 

 平成３０年１２月 田代島及び網地島の行政委員との協議 

 平成３１年３月  離島の振興を促進するための本市における産業の振興に関する計画を国へ提出 

 令和元年 ６月  産業の振興に関する計画の地区の指定に関する告示の官報への掲載 
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⑤主な内容 

離島の振興を促進するための本市における産業の振興に関する計画を国に提出し、産業の振興に関

する計画の地区の指定を受けることにより、税制特例の優遇措置を受けることとなったもの。 

 

【計画の概要】 

 １ 計画の期間 

   平成３１年４月１日から令和５年３月３１日まで 

 ２ 計画の取組 

   産業振興の課題を解決するため、租税特別措置法の活用を促進し、製造業、農林水産物等販売

業、旅館業、情報サービス業等の設備投資や雇用を促す。 

   市ホームページ等で周知するほか、該当する事業者に対して租税特別措置法の活用を促進しな

がら、他制度の活動との連携及び活用を促進していく。 

 ３ 計画の目標 

業種 指標 内容 目標 

製造業 
設備投資件数 

企業進出・規模拡張に伴う新増設、既存事

業者の取得件数 
１件 

新規雇用者数 企業進出・規模拡張に伴う新規雇用者数 １名 

農林水産物等販売業 
設備投資件数 

企業進出・規模拡張に伴う新増設、既存事

業者の取得件数 
１件 

新規雇用者数 企業進出・規模拡張に伴う新規雇用者数 １名 

旅館業 
設備投資件数 

企業進出・規模拡張に伴う新増設、既存事

業者の取得件数 
１件 

新規雇用者数 企業進出・規模拡張に伴う新規雇用者数 １名 

情報サービス業等 
設備投資件数 

企業進出・規模拡張に伴う新増設、既存事

業者の取得件数 
１件 

新規雇用者数 企業進出・規模拡張に伴う新規雇用者数 １名 

 ４ 税制特例の優遇措置（対象となる業種及び設備） 

   ・国税（所得税、法人税） 

事業者が対象の設備の取得、建設、改修等を行った場合、５年間の割増償却を行うことがで

きる。 

    

⑥実施した場合の影響・効果（財源措置及び複数年のコスト計算を含む。） 

 

【影響・効果】 

  地域資源等の魅力を生かした産業の形成及び創出等により、産業の振興と雇用の確保が図られる。 

 

⑦他の自治体の政策との比較検討 

   

本県では、離島振興法（昭和２８年７月法律第７２号）に基づき指定された、大島（気仙沼市）、

牡鹿諸島（出島及び江島）（女川町）、浦戸諸島（寒風沢島、野々島、桂島及び朴島）（塩竃市）の３

地域が、本市と同じように離島振興対策実施地域の産業の振興に関する計画の地区の指定を受けた。 

 

⑧今後の予定及び施行予定年月日 

 

 令和元年 ８月 市ホームページ等による周知 

⑨その他 

 

 


